




















































































































































































































運営主体 市町村 公社・社協 その他 計
基幹型 5 8 0 13
地域型 4 5 67 76








































































３年未満 ５年未満 ５年以上 10年以上 不明 計
SW 22 16 14 2 3 57
NS 4 5 10 5 2 26
CW 12 4 2 1 5 24
PHN 5 2 3 2 1 13
その他 2 2 2 1 0 7



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































護保険スタートの 2000（平成 12）年 4月から 4年後の
2004（平成 16）年 4月にかけて、第 1号被保険者数が 2,165
万人から 2,453万人へ 288万人増加（13％増）するとと
もに、要介護認定者数は 218万人から 387万人へ 169万
人増加（78％増）している。また、サービス利用者数は、
































査 1件当たり 2700円、介護予防プラン作成 1件あたり
2000円等の加算を加えた事業費方式となった。
－ 58 －
（7 ）介護予防プラン：要支援・要介護状態で介護保険サービ
スを利用するほどの状態ではないが、介護予防や生活支
援を必要とする要援護高齢者に対してケアマネジメント
を行い、一人一人に応じた介護予防プランを作成する。
在宅介護支援センターの主要な業務の一つである。
（8）地域のインフォーマル・インフォーマルな社会資源：福
祉用語辞典（中央法規出版）によれば、社会資源とは「福
祉ニーズを充足させるために活用される施設・機関・個
人・集団・資金・法律・知識・技能等の総称」であり、
地域の中に存在し、要援護者のいきいきとした暮らしづ
くりに必要な様々な資源のことである。
(9）地域ケアシステム：「ニーズの早期発見機能」「ニーズの
早期対応機能」「ネットワーク機能」「困難ケース対応機
能」「社会資源の改善・改良・開発機能」「福祉教育（住
民の福祉意識の啓発・育成）機能」の 6つの機能をシス
テムとして組み込んだものであり、早期かつ的確な支援
をめざしていくものである。
（10)市町村直営の 9支援センター（基幹型・地域型）職員 19
名のうち、医療系職種（PHN・NS）は 11名 58.0％であ
り、また、職種としての経験年数は 10年以上の職員が 9
名 47.4％、そのうち 7名が医療系職種であった。
（11)ICFの概念：ICFとは 2001年 5月にWHO総会において
採択された国際生活機能分類のこと。健康状態、心身機
能・身体構造、活動、参加、背景因子（環境因子と個人
因子）の双方向の関係概念のことである。
（12)関係の三層円：個人を取り巻く人間関係のこと。本人を
中心に、家族、地域社会という三重円の中で、それぞれ
と様々な関係を結びながら生活している。
（13)福祉コミュニティ：岡村重夫は『地域福祉論』において
地域コミュニティの下位集団として位置づけ、社会生活
上の不利条件を持つ当事者、そして当事者の利益に同調
し、代弁する個人や機関・団体が共通の福祉関心を中心
として形成する特別なコミュニティ集団であると述べて
いる。
（14)ふれあい・いきいきサロン：独居や日中一人で家の中に
閉じこもっている高齢者等を対象として、住民と参加者
の共同企画・運営により、参加者が歩いていけるような
身近な場所で行われる孤独の解消・仲間づくり等を通し
た生きがい・社会参加活動、介護予防活動。
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